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内閣府（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案）

132

Ｂ　地方
に対す
る規制
緩和

消防・防
災・安全

災害時における放置
車両の移動権限の付
与等

大規模災害発生時における救
出救助をはじめとした災害対策
活動の展開に必要となる緊急輸
送ルートを円滑かつ迅速に確保
するため、災害対策基本法の改
正など法令の整備により、臨港
道路の管理者に対しても、自ら
立ち往生車両や放置車両の移
動等を可能にし、やむを得ない
限度での破損を容認するととも
に、併せて損失補償を規定する
といった放置車両等の移動等に
関する権限を付与するなど、放
置車両対策の強化に係る所要
の措置を講じること。

【現在の制度】
道路管理者に対して、緊急通行車両の通行の妨害となっている車両等の移動や、当該措置をと
るためやむを得ない限度において車両その他物件を破損できる権限を付与するため、平成２６年
１１月に災害対策基本法の一部を改正する法律が施行された。しかし、本法によりこれらの権限
が付与されるのは、道路法に規定する道路管理者等に限定されており、臨港道路（港湾法第２条
第５項４号に規定する臨港交通施設の道路・橋梁）の管理者である港湾管理者は適用外となって
いる。

【支障事例】
大型船舶が接岸できる耐震強化岸壁を備え、東京都地域防災計画の中で広域輸送基地にも位
置づけられたふ頭を抱える臨海部は、甚大な被害が想定される地域への救出救助活動及びその
後の被災者に対する緊急物資輸送等を円滑に展開するために重要な活動拠点となるが、発災
時、立ち往生車両や放置車両によって、緊急通行車両の通行のための最低限の通行空間が確
保されず災害応急対策の実施に著しい支障が生じる恐れがある。

【制度改正の必要性】
首都直下地震では甚大な被害が想定されており、被害を軽減するためには、発災直後から、救出
救助・医療救護活動をはじめとした応急対策活動を迅速かつ円滑に展開することが極めて重要と
なることから、これらの活動に従事する車両を被災現場に送り込む経路及び傷病者を医療機関に
搬送する経路等の緊急輸送ルートを優先的に確保するための道路啓開を早期に実施する必要
がある。

【制度改正の効果】
臨港道路において、発災時に迅速な道路啓開による通行確保を可能とする放置車両対策が強化
されることで、臨海部と被災地域との緊急輸送道路のネットワークを構築できる。

災害対策基本法第
７６条の４、第７６
条の６

内閣府、
国土交通省

東京都
　ご提案の内容については、大規模災害が発生した際に臨港道路においてご指摘のような支障
が生じる可能性があるのかどうかといった点や、現行法制度での対応の可否も踏まえながら、関
係機関の意見を伺いつつ、災害対策基本法の改正も視野に入れて検討してまいりたい。

27
Ａ　権限
移譲

消防・防
災・安全

大規模災害における
広域連合の代行

大規模広域災害発生時、府県
庁自体が人的・物的に甚大な被
害を受け機能不全に陥った場合
に備え、関西広域連合が代行す
る規定の創設を求める。

(提案にあたっての基本的な考え方）
　南海トラフ巨大地震等の大規模広域な災害の発生により、府県庁自体が人的、物的に甚大な
被害を受け、機能不全に陥った場合において、その機能を広域連合が代行する規定を創設し、あ
らゆる事態に対応しうる、より実効性のある災害対応体制の確立を図ることを求める。

（制度改正の必要性等）
　関西広域連合では、阪神・淡路大震災、東日本大震災の２つの大震災の経験と教訓を踏まえ、
今後の大規模広域災害に対し、関西広域連合がとるべき対応方針やその手順を定めた関西広
域防災計画「関西防災・減災プラン」を策定するとともに、同プランに基づき、具体的な活動手段を
定める関西広域応援・受援実施要綱を作成している。
　南海トラフ巨大地震等の大規模広域な災害の発生した場合には、政府関係機関も一部被害を
受けることが想定されるなか、広域的な支援体制を構築することが必要となる。
　こうした状況のなかで、構成団体で府県庁自体が人的・物的に甚大な被害を受け、機能不全に
陥った場合に、応援受援体制が構築されている関西広域連合が、政府に代わって迅速で効果的
な支援を行えるよう、以下の点について災害対応法制を見直す必要がある。
　災害対策基本法第８６条の１３「内閣総理大臣による広域一時滞在の協議等の代行」に基づき、
国が代行することとなっている構成団体間の広域避難に係る協議等を、関西広域連合が代行で
きる規定とすることを求める。
　なお、東日本大震災において、関西広域連合は現地本部の情報をもとに避難者の受入を表明
し、関西における受入調整・環境整備を行った実績があり、国と同等の事務執行が可能であるた
め、国が行う代行を関西広域連合が行っても支障は生じない。また、これまでの実績により調整を
スムーズに行うことが可能であると考えている。

災害対策基本法
第８６条の１３

内閣府

関西広域連
合
(共同提案)
滋賀県、京都
府、大阪府、
兵庫県、和歌
山県、鳥取
県、徳島県

 災害対策基本法第86条の13は、市町村長が実施すべき広域一時滞在（同一都道府県内）の協
議等及び都道府県知事が実施すべき都道府県外広域一時滞在の協議等について、内閣総理大
臣に代行義務を課すものであるが、当該規定があることによって、関西広域連合が被災した構成
府県に対して行う広域避難の調整に係る支援を妨げるものではない。このため、ご提案の内容
は、既存の法制度において対応が可能である。

 実際、貴連合におかれては、「関西防災・減災プラン」及びこれに基づく「関西広域応援・受援実
施要項」を策定し、大規模災害時に、関西圏域内の府県が甚大な被害を被ることで機能不全に
陥った場合、被災府県からの要請がなくとも、関西広域連合において応援体制を確立し、応援調
整に必要な人員を確保して応援・受援の調整を行うと承知している。また、ご提案の広域避難に
関しても、被災者受入県との調整や、受入可能県における受入可能施設・人員・期間等を取りまと
めた広域避難計画を作成など、広域避難の受入調整を実施する旨承知している。これらの取組
は、大規模災害時における広域避難に非常に資するものと考えられ、引き続き積極的に取り組ま
れたい。

回答欄（各府省）
制度の所管・
関係府省庁

求める措置の具体的内容
分野

管理番号
提案区分

提案事項
（事項名）

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性 根拠法令等 団体名
区分



2/6

回答欄（各府省）
制度の所管・
関係府省庁

求める措置の具体的内容
分野

管理番号
提案区分

提案事項
（事項名）

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性 根拠法令等 団体名
区分

244

Ｂ　地方
に対す
る規制
緩和

消防・防
災・安全

災害救助法の弾力的
な運用（大規模災害
における住宅の応急
修理等の手続きの見
直し）

　国が指定する大規模災害時に
おける住宅の応急修理や障害
物の除去について、現金給付や
被災者の個人発注を認めるな
ど、手続きの大幅な省略又は手
順変更の容認。

【提案の経緯・事情変更等】
　平成26年８月に発生した兵庫県丹波市での豪雨災害では、多数の住家に大量の土砂が流入し
たことから、「住宅の応急修理」（32件147日間）や「障害物の除去」（61件45日間）に係る業者との
契約事務に多くの費用と労力を要し、救助の実施に多大な時間を要した。
【支障事例等】
　災害救助法による救助は、内閣総理大臣が定める基準に従って、都道府県知事が定めるところ
により現物で行うこととされており、被災者個人の発注などは認められていない。
　先述の丹波市の豪雨災害においても、被災者が自力で自宅を修理した場合について応急修理
として認められれば、自治体の入札等の手続きなどの事務が省略されることから、迅速な対応が
できたはずである。また、現金給付については、災害救助法第4条第2項で都道府県知事が必要
あると認めた場合においては認められており、住まいの確保など、内容によって現物給付か現金
給付の選択肢があってもよいと考えている。
【効果・必要性】
　近い将来発生が懸念される南海トラフ大地震等の大規模災害発生時においては、自治体で応
急修理等に係る業者との契約等に膨大な事務量が発生することが予想され、救助の遅れが懸念
される。
　被災地の実情に応じて、被災者が自力で修理した場合でも応急修理として認めるなど、手続き
を簡略化できる規定を法令で定めておけば、迅速な被災者の救助につながる。

災害救助法第４条
第１項第６号、第2
条
災害救助法施行令
第３条

内閣府

兵庫県、滋賀
県、大阪府、
鳥取県、徳島
県、

　災害救助法に基づく救助は、災害発生後において、生活に必要な物資の調達が困難なため、金
銭を保有していても自らでは対応が困難な場合に、現に必要な救助として、行政が対応する必要
があるために地方公共団体が実施するものであることから、現物給付を原則としている。
　このため、災害救助法の実施主体である都道府県（又はその委任を受けた市町村。以下同じ。）
が実施することとなるものであり、自ら発注する資力があり、また、事業を受注できる事業者が存
在するケースについては、応急救助として対応する必要がないため、原則として、個人による発注
は災害救助法の対象とはならない。
　ただし、大規模な災害が発生した場合等においては、迅速な支援が必要となるため、実際に災
害が発生した後に速やかな救助の実施が可能となるよう、都道府県において、あらかじめ、救助
を実施する事業者を指定する、事業者との間で実施する業務の内容、程度等について協議し、協
定を締結する等の対応を図られたい。
 また、被災者に対する国の支援の在り方に関する検討会の中間取りまとめにおいて、被災者に
対する住まいの確保のあり方については、「応急仮設住宅を災害救助法から外し、復旧期の法制
度として別途創設すべき」、「現金給付とし、応急仮設住宅や民間賃貸住宅に使えるようにするこ
とが適切ではないか。この際、給付額に上限を設け、それを上回る分は自己負担とすることを考
えるべき」など、『今後、各界各層における幅広い議論を喚起し、法制度面を含めてさらなる検討
を行うことにより、応急仮設住宅等の在り方を見直し、恒久住宅への円滑な移行に向けた「総合
的な支援」を実施するべき』との現行の枠組みにとらわれない抜本的な見直しが必要となる指摘
があったところであり、今後幅広く検討していきたいと考えている。

28

Ｂ　地方
に対す
る規制
緩和

医療・福
祉

大規模災害発生時の
外国人医師の受入れ

大規模災害発生時、日本の医
師免許を有しない外国人医師が
被災地において適法な救命医
療の従事を可能とするよう、しっ
かりとした法的な枠組みのもと、
災害救助法に基づく都道府県知
事の従事命令の対象拡大を求
める。

(提案にあたっての基本的な考え方）
　南海トラフ巨大地震等の多発的・広域的な大規模災害発生時においては、国内の医療支援にも
限界があることから、日本の医師免許を有しない外国人医師が、被災地における救命医療に従
事することが可能となるよう、しっかりとした法的な枠組みのもと、災害救助法に基づく都道府県
知事の従事命令の対象拡大を求める。

（制度改正の必要性等）
　東日本大震災では、厚生労働省から「医療法上、外国の医師資格を有する者であっても、我が
国の医師国家試験を合格し、厚生労働大臣の免許を受けなければならないこととされている。
（医師法第２条、第17条）しかしながら、医師法は今回のような緊急事態を想定しているものでは
なく、こうした事態の下では被災者に対し必要最小限の医療行為を行うことは、刑法第35条に規
定する正当業務行為として違法性が阻却され得るものと考える。」との通知が出された。被災者に
対し必要最小限の医療行為を行うことは、刑法第35条に規定する正当業務行為として違法性が
阻却され得るとの判断は緊急時の対応としてやむを得なかったものと考えるが、今後の大規模災
害の発生に際しては、迅速かつ明確な支援受入体制を整えておくことが必要であり、国民保護法
（武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律）において、外国医療関係者
による医療の提供の許可（第91条）について規定されていることからも、しっかりとした法的な枠組
みが必要だと考える。
　また、被災地における医療救護活動では、医療に精通した通訳が必要不可欠であるが、「医療
通訳の公的な資格」がなく、「統一された育成システムが無い」ことから、「医療通訳の資格制度」
や「全国規模での医療通訳人材バンクの創設」など、外国人医師の規制緩和と合わせて、国にお
いて医療通訳が確保できる体制構築が必要と考えられるため、併せて検討されたい。

※地方分権の観点からの提案であることについての考え方については、別紙を参照願います。

医師法第17条
災害救助法第７条

厚生労働省
内閣府

関西広域連
合
(共同提案)
滋賀県、京都
府、大阪府、
兵庫県、和歌
山県、鳥取
県、徳島県

　災害救助法第７条の従事命令については、強制権を伴う行政措置として規定されているもので
あり、同法施行令第４条においてその対象の職種を限定しているものである。その具体的範囲に
ついては、それぞれの関係法令等で定められていることから、関係省庁における判断が必要であ
り、ご指摘の大規模災害発生時の従事命令対象の医師に外国人医師を含めるか否かについて
は、所管省庁において検討されるものと考える。
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回答欄（各府省）
制度の所管・
関係府省庁

求める措置の具体的内容
分野

管理番号
提案区分

提案事項
（事項名）

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性 根拠法令等 団体名
区分

223

Ｂ　地方
に対す
る規制
緩和

消防・防
災・安全

被災者生活再建支援
制度について、支援
対象の拡大

被災者生活再建支援制度につ
いて、一連の災害であれば都道
府県・市町村域をまたがる災害
でも全ての被災団体を支援の対
象とすることを求める。

【現在の制度】
被災者生活再建支援制度については、都道府県・市町村域をまたがる災害が発生した場合でも
被災自治体内の建物被害世帯数を基準に適用されることになっており、同一あるいは一連の災
害による被災にもかかわらず、基準に満たない市町村等の被災者は支援金の対象とならず、居
住する市町村の違いにより法に基づく平等な救済がなされない状態が生じている。

【制度改正の必要性】
住民にとって理解しがたい仕組みとなっていることから、制度が適用される一連の災害であれば
全ての被災団体を支援の対象とすることを求める。
なお、被災者生活再建支援法適用災害と同一災害について、都道府県及び市町村が支援法が
適用されない世帯に行う支援の１／２が、特別交付税の対象となることになっているが、交付税総
額に限りがある中での配分であり、同様の財政措置とはいえない。

【支障事例】
平成25年９月15日からの台風第１８号、及び平成26年8月15日からの豪雨により、京都府北部で
洪水被害が発生したが、被災者生活再建支援法の適用対象となる市がある一方、同一災害であ
りながら適用されない市が生じた
○平成25年9月15日からの台風第１８号
 　・福知山市（適用）住宅滅失世帯 300（80以上）、全壊2棟
 　・舞鶴市（適用）住宅滅失世帯113(80以上)、全壊0棟
 　・綾部市（非適用）住宅滅失世帯数 7（60以下）、全壊0棟
○平成26年8月15日からの豪雨
 　・福知山市（適用）住宅滅失世帯 777（80以上）、全壊13棟
 　・綾部市（非適用）住宅滅失世帯数 4（60以下）、全壊1棟

被災者生活再建支
援法第２条第２号
被災者生活再建支
援法施行令第1条

内閣府

京都府
関西広域連
合、滋賀県、
大阪府、兵庫
県、和歌山
県、鳥取県、
徳島県

　被災者生活再建支援制度は、被災市町村や都道府県のみでは対応が困難な、著しい被害
を及ぼす一定規模以上の自然災害により生活基盤に著しい被害を受けた者に対し、全都道
府県が相互扶助の観点から拠出した基金を活用して被災者生活再建支援金を支給し、国と
しても一定の補助（２分の１の補助）を行う制度（自治事務）である。
　同一災害であっても適用対象とならない場合は、被災地方公共団体において対応するこ
とが可能であり、当該地方公共団体による対応を前提としている。
　このことから、支援法適用となる被害を受けた地方公共団体に対しては迅速な適用手続
きを、同法の適用要件を満たさない地方公共団体に対しては、各都道府県で独自に支援措
置を講じていただき、被災者に必要な支援が行われるよう対応してきたところ。
　また、支援法の適用対象となる災害と同一の災害で同法の対象とならない被災地域の被
災者に対して、都道府県が支援法と同水準の支援金等を被災者に支給した場合、支援金支
給額の２分の１が特別交付税措置されている。
　内閣府としても、引き続き、同一災害の被災者間で被災者への支援に差が生じないよ
う、被災者生活再建支援制度の円滑な運用や地方公共団体における支援について、適切な
助言を行ってまいりたい。
　なお、被災者生活再建支援金の支給対象の拡充については、他の制度とのバランス、
国・地方の財政負担などを勘案する必要があり、慎重な検討が必要と考えます。

231

Ｂ　地方
に対す
る規制
緩和

消防・防
災・安全

被災者生活再建支援
制度の適用拡大

現在の「被災者生活再建支援制
度」では，全壊や大規模半壊な
どに限定されているが，半壊や
床上浸水の被害でも，日常生活
に大きな支障が生じている。ま
た，同じ災害による被害でも，住
宅全壊被害が１０世帯未満の市
町村に居住する被災者には支
援金が支給されないなど，制度
上の不均衡があるため，半壊や
床上浸水についても，適用対象
とし，一部地域が支援法の対象
となるような自然災害が発生し
た場合には，全ての被災区域を
支援の対象とする。

【支障事例】
①現在の制度では，全壊や大規模半壊などに限定されているが，本県を襲った平成26年８月豪
雨において，那賀町では全壊５世帯，半壊173世帯，床上浸水125世帯に上る被害を受けたが，法
の支援対象となった世帯は全壊５世帯，大規模半壊24世帯，大規模半壊・半壊から解体世帯とし
て対象となったもの３世帯という状況となっている。
②同じ災害による被害でも，住宅全壊被害10世帯未満の市町村に居住する被災者には支援金が
支給されないなど制度上の不均衡があり，那賀町の全壊世帯は支援対象となったが，全壊世帯
が１世帯であった東みよし町では制度が適用されなかった。

【制度改正の必要性】
平成26年８月豪雨で床上浸水以上の被害を受けた世帯は，県全体で700世帯を越えているもの
の，法による支援を受けることができたのは約４％であった。同一災害でも法が適用される場合と
適用されない場合の不均衡をなくし，より多くの被災者の早期の生活再建を促進するため，①制
度の対象に半壊や床上浸水を含めるとともに，②制度の対象となる自治体が生じた場合，同一災
害による全被災世帯を対象とするよう制度を緩和する必要がある。

【補足説明】
法の適用対象とならない場合，地方は独自制度で被災者の生活再建を図ることが多い。その場
合は国から特別交付金として50％が支払われ，国の制度と同様の負担割合となる。しかしなが
ら，全国で多数の都道府県が独自支援策を創設していること，及び法の目的から鑑みて，被災都
道府県が被災県のみの負担により支援を行うよりも，都道府県が相互扶助の観点から拠出した
基金を活用して被災者の生活再建を支援することが望ましい。

被災者生活再建支
援法
第２条第１項第２
号

被災者生活再建支
援法施行令第１条

内閣府

徳島県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
和歌山県
鳥取県
香川県
愛媛県
関西広域連
合

　被災者生活再建支援制度は、被災市町村や都道府県のみでは対応が困難な、著しい被害
を及ぼす一定規模以上の自然災害により生活基盤に著しい被害を受けた者に対し、全都道
府県が相互扶助の観点から拠出した基金を活用して被災者生活再建支援金を支給し、国と
しても一定の補助（２分の１の補助）を行う制度（自治事務）である。
　同一災害であっても適用対象とならない場合は、被災地方公共団体において対応するこ
とが可能であり、当該地方公共団体による対応を前提としている。
　このことから、支援法適用となる被害を受けた地方公共団体に対しては迅速な適用手続
きを、同法の適用要件を満たさない地方公共団体に対しては、各都道府県で独自に支援措
置を講じていただき、被災者に必要な支援が行われるよう対応してきたところ。
　また、支援法の適用対象となる災害と同一の災害で同法の対象とならない被災地域の被
災者に対して、都道府県が支援法と同水準の支援金等を被災者に支給した場合、支援金支
給額の２分の１が特別交付税措置されている。
　内閣府としても、引き続き、同一災害の被災者間で被災者への支援に差が生じないよ
う、被災者生活再建支援制度の円滑な運用や地方公共団体における支援について、適切な
助言を行ってまいりたい。
　なお、半壊世帯・床上浸水世帯までを被災者生活再建支援金の支給対象にすることにつ
いては、他の制度とのバランス、国・地方の財政負担などを勘案する必要があり、慎重な
検討が必要と考えます。
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回答欄（各府省）
制度の所管・
関係府省庁

求める措置の具体的内容
分野

管理番号
提案区分

提案事項
（事項名）

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性 根拠法令等 団体名
区分

77

Ｂ　地方
に対す
る規制
緩和

その他
マイナンバー制度に
おける照会項目の拡
大

　行政手続における特定の個人
を識別するための番号の利用等
に関する法律において、情報連
携が必要な事務について別表
第２で整理がされている。
　別表第２の項番３８に記載され
ている事務を処理するために情
報連携できる特定個人情報は、
住民票関係情報に限られてい
る。
　しかし、当該事務を処理するに
当たっては、生活保護関係情報
や地方税関係情報の連携が必
要となるため、これらの特定個
人情報も利用できるよう緩和を
お願いする。

【番号法での規定】
・番号法第１９条第７号において情報提供できる範囲を規定している。特に別表第２項番３８で定
める学校保健安全法による医療に要する費用についての援助に関する事務を処理する場合の特
定個人情報については、住民票関係情報としている。
【支障がある点】
・番号法別表第２項番３８で主務省令で定める事務は、学校保健安全法第２４条の援助の対象と
なる者の認定に関する事務であって、学校保健安全法第２４条に記載する援助の対象者は、生活
保護法第６条第２項に規定する要保護者及び生活保護法第６条第２項に規定する要保護者に準
ずる程度に困窮している者で政令で定めるものと規定されている。このことから、援助の対象とな
る者の認定には、生活保護関係情報が必要となる。また、要保護者に準ずる程度に困窮している
かの判断は、施行令第９条で地方公共団体の教育委員会の判断によるものとされており、その判
断の主たる情報として所得情報を活用している。よって、所得情報を把握するために地方税関係
情報も必要となる。

・行政手続におけ
る特定の個人を識
別するための番号
の利用等に関する
法律第１９条
・行政手続におけ
る特定の個人を識
別するための番号
の利用等に関する
法律別表第二の主
務省令で定める事
務及び情報を定め
る命令第２４条
・学校保健安全法
第２４条
・学校保健安全法
施行令第９条

内閣府
総務省
文部科学省
厚生労働省

豊田市

山都町

　マイナンバー法においては、より公平・公正な社会を実現するため必要な範囲内で限定的に特
定個人情報の提供が認められています。その一つとして、同条第７号において情報提供ネット
ワークシステムを使用して情報提供を行う場合が規定されており、これにより提供を行うことがで
きる具体的な特定個人情報は、別表第２において規定されています。
　同表に規定される特定個人情報については、上記の観点を踏まえ、それぞれの個人番号利用
事務の制度所管の府省庁において、その事務の根拠法令に基づき、特定個人情報の必要性や
事務の効率性等が検討されたうえで、当該特定個人情報の提供者側で提供ができると考えられ
るものについて規定されているものです。
　したがって、ご提案の学校保健安全法による医療に要する費用についての援助に関する事務に
おいて連携する特定個人情報として、生活保護関係情報及び地方税関係情報を同表に規定する
に当たっては、まずは、当該事務に係る制度を所管する文部科学省において、当該事務における
それぞれの特定個人情報の必要性等の検討がされたうえで、提供する特定個人情報を所管する
厚生労働省及び総務省においてその提供が可能であると判断されれば、同表に規定されることも
考えられます。

131

Ｂ　地方
に対す
る規制
緩和

その他

・法人の設立及び存
続の要件となっている
社員の必要人数の緩
和

現行制度では「10人以上の社員
を有するものであること」が法人
の設立・存続の要件となってい
るが、人口減少が進む中、人材
不足が懸念され、社員の確保が
困難になることが想定されること
から、今後の課題として人数要
件の見直しが必要

【提案】
　現行制度下においては、地域運営組織の法人化には認定特定非営利活動法人（認定ＮＰＯ法
人）が適当であると考えられるが、人口減少が進む中、ＮＰＯ法人の設立及び存続の要件となって
いる「10人以上の社員を有すること」の要件緩和を提案する。
　なお、一般社団法人については、税制上の優遇措置がないことや貸借対照表の一般公開が義
務付けられるなど、地域運営組織が法人化した場合のメリットが少ない。
【現状と課題】
　本市を含め多くの地方自治体で、概ね小学校区を単位として暮らしを支える活動を行う、小規模
で多機能な地縁型の地域運営組織が主体的なまちづくり活動に取り組んでいるが、現行制度下
において、適切な法人格の取得が困難な状況となっている。
【支障事例等】
　地域運営組織の活動は、公共的な側面が強いにもかかわらず、責任は組織の役員個人にか
かっている。事務員の雇用や資金管理など個人に集中する責任やリスクへの対応、電話の加入
や自動車の取得など任意団体では契約できない案件に対応するため、法人化が必要となってい
る。
【制度改正による効果】
　要件の緩和により、地域運営組織の法人化が促進され、新しい公共の担い手として、運営の安
定化や活動の充実が期待される。

特定非営利活動促
進法第１２条第４
項

（関連）
　第１０条第３号
　第２８条
　第２９条

内閣府 高山市

　内閣府としても、地域の課題解決や活性化の上でＮＰＯ法人は重要な担い手となっており、これ
らの活動の広がりを後押しすることは重要な課題であると認識している。
　特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）第１２条第１項第４号は、ＮＰＯ法人の法人格は財産要件を必
要とせず、社員の連帯責任も規定していない等、比較的簡易な方法により取得できる代わりに、
構成員たる「社員」の最低限の人数を定め、実際に特定非営利活動を展開するための組織体で
あることを要求するものであり、「１０人」という人数は、組織的活動体として最低限必要と思われ
る数として立法時に定められたものである。
　ＮＰＯ法については、内閣府が法を所管しているものの、その性格から制度に関わることはこれ
まで全て議員立法で制定・改正がなされており、内閣府としては、国会での議論に向けて、認定制
度の施行状況等を把握する立場である。
  ＮＰＯ法人の設立者数の要件の緩和についても、全国におけるＮＰＯ法人の設立実態等を見た
上で、国会で議論いただくべきものと考える。

（参考）過去の同様提案に係る対応について
　平成１６年に構造改革特区第５次提案において、岐阜県大垣市より「ＮＰＯ法人の設立要件を社
員５人以上に緩和する提案」がなされことを受けて、政府方針において決定したものの、構造改革
特別区域法の改正法案に係る審査において、①法人の設立要件は全国一律であるべき、②社員
数要件に地域性を認める根拠がない等の理由により、内閣法制局の了解が得られなかったた
め、その後、平成１７年より国民生活審議会総合企画部会（ＮＰＯ法人制度検討委員会）において
ＮＰＯ法人制度の見直しについて審議され、「市民活動を行う団体が法人格を取得するための必
要社員数に関し、明確な理論的根拠を見出すことは困難であるため、これらの要望に対しては、
市民活動の実態等を踏まえた適切な対応を検討する必要がある。」とされたところ（平成１９年６月
国民生活審議会総合企画部会報告「特定非営利活動法人制度の見直しに向けて」）。
　なお、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１８年６月２日法律第４８号）に基づく
一般社団法人については社員２人以上、一般財団法人については１人以上（それぞれ役員を除
く。）で設立できることとされており、更に、公益認定を受けることで公益社団法人又は公益財団法
人として税制優遇措置も受けられるので参考にされたい。
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回答欄（各府省）
制度の所管・
関係府省庁

求める措置の具体的内容
分野

管理番号
提案区分

提案事項
（事項名）

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性 根拠法令等 団体名
区分

323
Ａ　権限
移譲

医療・福
祉

幼保連携型認定こど
も園以外の認定こども
園の認定に係る権限
の移譲

・幼保連携型認定こども園以外
の認定こども園の認定及び認定
申請の受理等の権限を現行の
都道府県から指定都市へ移譲
する

（制度改正を必要とする理由）
　平成27年4月施行の子ども・子育て支援新制度は、質の高い幼児期の学校教育・保育を総合的
に提供することを目的としており、住民に身近で高度な専門能力を有する指定都市が認定こども
園に係る権限を包括的に持つことにより、地域の実情に応じた効率的、効果的な事業実施が可能
となる。
　また、昨年提出した本件提案に対しては、所管府省から、新制度の円滑な施行に支障が生じる
ことから、現時点では対応不可との回答が示されたが、新制度が施行されたことと併せ、条例に
よる事務処理特例は８市で適用されていること等から、円滑な権限移譲に向けた環境は整ってい
るものと考える。

（支障事例）
　幼保連携型認定こども園の認可権限は指定都市に付与されているが、他の「幼稚園型」「保育
所型」「地方裁量型」認定こども園の認定権限は引き続き道府県に存置されている。
　一方、子ども・子育て支援法第３１条の規定による確認については指定都市が行う必要があるこ
とから、幼保連携型以外の認定こども園の設立に当たり、事業者は道府県と指定都市の両方に
手続を行わなければならず、煩雑である。
　子ども・子育て支援新制度のもとでは，指定都市は、当該地域内の保育・教育ニーズに応じた事
業計画を策定し施策実施に関する責任を負うにもかかわらず、幼保連携型認定こども園以外の
認定こども園に係る認定権限を有しておらず，需給調整を直接行うことができないため、計画的・
機動的な基盤整備の推進に支障が生じる。

就学前の子どもに
関する教育、保育
等の総合的な提供
の推進に関する法
律第３条　等

内閣府、文部
科学省、厚生
労働省

指定都市市
長会

　幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定権限については、「事務・権限の移
譲等に関する見直し方針について（平成２５年１２月２０日閣議決定）」において、「都
道府県と指定都市間の調整が整ったところから、条例による事務処理特例制度により権限
移譲できるよう通知するとともに、条例による事務処理特例制度に基づく指定都市におけ
る認定状況、子ども・子育て支援新制度の施行状況等も踏まえつつ、指定都市に移譲する
方向で検討を進める。」とされている。
　本閣議決定を受け、平成２６年３月３１日付事務連絡において、各都道府県・指定都市
に対して条例による事務処理特例制度により権限移譲できる旨周知したところである。子
ども・子育て支援新制度については本年４月に施行されたところであり、今後の施行状況
等も踏まえながら引き続き検討する。

212

Ｂ　地方
に対す
る規制
緩和

医療・福
祉

幼保連携型認定こど
も園整備に係る交付
金制度の一元化等

　27年度に新たに設けられた幼
保連携型認定こども園は，「学
校及び児童福祉施設としての法
的位置づけを持つ単一施設」と
され、指導・監督や財政措置の
一本化が図られたところである。
　一方，その施設整備に係る国
費は，保育所部分は「保育所等
整備交付金（厚生労働省）」，幼
稚園部分は「認定こども園施設
整備交付金（文部科学省）」と
別々であり，交付金事務の流れ
も異なる。
　単一施設を整備するにもかか
わらず，二制度が並立している
状況であり，制度の一元化や少
なくとも事務の統一等の改善を
求める。

【具体的な支障事例】
　交付を受ける立場である市町村においては，幼保連携型認定こども園を新設する場合，単一施
設であるにも関わらず，保育所部分は厚生労働省，幼稚園部分は県に交付申請を行うこととな
り，二重の事務が発生している。また、供用部分については，交付申請に当たり，便宜上，幼稚園
部分と保育所部分を入所定員数等により按分し，各々の手続きを行うこととなっている。
　一方，県においても，補助金交付の流れが異なることから，予算上は幼稚園部分のみを計上す
ることになるほか，保育所部分については厚生労働省からの事務委任により県内市町分の取りま
とめ・内容の精査等を行った上での進達，幼稚園部分については県費補助金としての文部科学
省への交付申請を行うこととなり，二重の事務が生じている。また，単一施設であるにも関わら
ず，その一部のみ予算計上されるという点についても，県民から分かりにくい仕組みとなってい
る。
（参考）
保育所部分（保育所等整備交付金）：国から市町村への直接補助
幼稚園部分（認定こども園施設整備交付金）：国から都道府県経由で市町村への間接補助
【制度改正の必要性】
　以上から，施設整備交付金については，都道府県及び市町村における事務の効率化や対外的
な分かりやすさ等の観点から，所管の一元化（例えば、内閣府への一元化）や，少なくとも事務の
流れの統一化などの改善を行うことを求める。

（保育所等整備交
付金）
児童福祉法第56条
の4の3
保育所等整備交付
金交付要綱

（認定こども園施設
整備交付金）
認定こども園施設
整備交付金交付要
綱

内閣府、文部
科学省、厚生
労働省

広島県
中国地方知
事会
宮城県
三重県
日本創生の
ための将来
世代応援知
事同盟

　認定こども園の施設整備に係る支援については、今年度は文部科学省及び厚生労働省で
事業募集や内示時期を合わせる等対応しているところ。なお、交付金の所管の一元化につ
いては、予算編成過程での検討が必要あり、現時点で回答は困難であるが、事務手続につ
いては引き続き運用改善について努めてまいりたい。
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病児保育事業に係る
国庫補助の職員配置
に関する要件緩和

　病児保育事業（病児対応型、
病後児対応型）については、看
護師等を利用児童おおむね10
人につき１名以上、保育士を３
人につき１名以上配置することと
されているが、次の要件緩和を
求める。
　①保育士１名以上を含む施設
職員が複数名配置されている場
合に限り、病院に近接し、又は
同一施設内にある施設にあって
は、看護師が常駐していなくて
も、迅速な対応が可能であれば
良いこととする。
　②利用児童がいる日に限り、
保育士及び看護師等の資格を
有し市町村長が業務遂行能力
があると認める者に、日当を支
払い、従事させることでも良いこ
ととする。

【本県における状況】
　人口や子どもの少ない中山間地域等では、病児保育事業のニーズがある一方、総利用人数が
少なく、年間稼働日数が10 日に満たない施設や季節ごとの利用人数の増減が大きい施設があ
り、国が求めるように保育士や看護師等を常時雇用しておくことは難しく、また、効率性の観点か
らも望ましくないと考える。
　（参考）年間利用人数の少ない保育所内施設の例（26年度実績）
　　　施設（A）年間総数４名（４月・５月に２名ずつのみ、その他の月は０名）
　　　施設（B）年間総数16名（５月に７名、６月に５名、その他の月は０名～２名で推移）

【制度改正の必要性】
　人口や子どもの少ない中山間地域等において、病児保育サービスを安定的に提供するため、
サービスの安全面を担保できる範囲において、職員配置基準を緩和し、代替措置を講じることで
事業を行うことを認めていただきたい。
　これが実現できれば、職員を常時配置するのではなく、必要な時に、必要な人員を配置すること
が可能となり、利用児童数が不安定な状況であっても柔軟な対応と適切な財政支援を行うこと
で、財政の効率化を図れるほか、事業者としても安定した経営を可能とし、病児･病後児保育の裾
野を広げていくことにつながる。女性の活躍推進や地方への移住促進の観点からも重要な施策
であると考える。

平成27 年度子ど
も・子育て支援交
付金交付要綱（案）

病児保育事業実施
要綱（案）
（27 年度の要綱は
現時点で未発出で
あるが、案が提示
されている）

内閣府、厚生
労働省

鳥取県、中国
地方知事会、
関西広域連
合、日本創生
のための将
来世代応援
知事同盟、滋
賀県、大阪
府、兵庫県、
和歌山県、徳
島県、堺市

病児保育事業の実施に際して、利用児童が発生した場合に近接病院等から保育士及び看護
師等がすぐに駆けつけられる等の迅速な対応が可能であれば、保育士及び看護師等の常駐
は要件とはしていない。
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